
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[153,406円]
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実質公債費比率 [19.0%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

永平寺町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
※平成18年2月13日に、旧松岡町、旧永平寺町、旧上志比村が合併し、永平寺町となった。

財政力指数：　財政力指数の基礎数値となる基準財政需要額の公債費において、地方債の償還が平成２１年度にピークを迎えることから公債費負担

が大きく、その影響から類似団体の平均と比較すると財政力指数は下回っている。今後とも人件費、物件費を含めた経常経費等の歳出削減（５年間で

１０％減）、定員管理・給与の適正化（５年間で２５名、８％減）、地方税の徴収強化等の取り組みを通じ、財政の基盤強化に努める。

経常収支比率：　人件費および扶助費、物件費の減に伴い対前年度３．５％減となった。人件費（対前年度３．５％減）は行政改革大綱計画に基づき縮

減を図ったことによるものである。扶助費（対前年度２．３％減）は老人福祉施設の入所者措置費の減によるものであり、物件費（対前年度１３．０％

減）は市町村合併に伴う経費削減を図ったことによるものである。今後も補助費等に係る団体運営補助金の削減ならびに繰出金等の削減により経常

経費を５年間で１０％低下させることを目標とする。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：　決算値としては対前年度８．５％の減となった。要因としては、職員の縮減に伴う人件費の減および市町村

合併に伴う経費削減（物件費の減）によるものである。しかし類似団体平均と比べ高くなっている要因としては、子育て支援に伴う臨時職員の人件費増

が挙げられる。今後とも新町の行政改革大綱計画に基づき、需用費等を抑制しコスト低減を図っていく。

ラスパイレス指数：　現在は、類似団体の平均よりも７．７ポイントと大きく下回っている。今後とも新町の行政改革大綱計画を基本とし、さらに庁内に行

政改革推進本部（平成１９年度予定）を設置して組織機構の合理化や職員の縮減等積極的に取り組み、給与の制度、運用等の適正化に努める。

人口１，０００人当たり職員数：　決算値としては対前年度１人の減となった。行政改革大綱計画に基づき縮減を図ったことによるものである。し
かし類似団体平均より６人上回っている要因の一つとして積極的な施策である子育て支援に力点を置いていることが挙げられる。住民ニーズの
高い子育て支援（幼保一元化）に伴い未満児受け入れや延長保育を積極的行っていることから人員を必要としている。今後は、行政改革大綱
計画に基づき、事務の効率化、組織の再編等見直しを図りながら、５年間で２５名（８％以上）の削減に努める。

実質公債費比率：　過去の普通建設事業充当地方債の償還が平成２１年度にピークを迎えることから類似団体平均より５．７％上回っている。
主な要因としては、昭和６０年頃から順次整備を行った下水道事業の地方債の償還が平成２１年度にピークを迎える。その他、平成２年に整備
した文教施設整備（運動場、体育館等）に係る地方債や臨時財政対策債の償還も近年増加傾向にあり財政負担が大きい。今後は「公債費負担
適正化計画（平成１９年度策定予定）」を基本として、既往債の繰上償還や借換えを実施し、公債費（実質公債費比率）の抑制に努める。（平成１
８年度繰上償還額：１３５百万円）

人口１人当たり地方債残高：　過去の普通建設事業充当地方債の償還が平成２１年度にピークを迎えることから類似団体平均より上回ってい
る。今後、老朽化の進んだ小・中学校施設の改修や基幹道路網整備が予定されているが、実質公債費比率とのバランスを考慮し、事業の選択

により地方債の抑制を図り類似団体の平均値に近づくように努める。（平成１８年度繰上償還額：１３５百万円）


